
はじめに

　EU 基本条約の改正交渉を丹念に辿ってみる
と，加盟国政府の交渉上の立場が時に変化するこ
とに気付く。しかも，その立場変更が交渉結果を
大きく左右することもある。各国の主権に直接関
わるこの重要な交渉の中で，なぜ加盟国政府の立
場は変更するのか。本稿の目的は，加盟国政府の
交渉上の立場を変化させるその要因を体系的に解
明するための一つの手掛かりを提示することであ
る。この分析に取り組むことは，幅広く言えば，
政府間の外交交渉の成功要因や失敗要因について
の理解を高めるのにも貢献すると期待することが
できる。
　前号では，各国の立場がどのような要因によっ
て変化することがあり得るのか，欧州統合研究に
おける二つの伝統的な立場，政府間主義と新機能
主義（超国家主義）から発展してきた理論的アプ
ローチを批判的に検討することで，その要因を類
推し，（1）国内要因，（2）政府間交渉，（3）EU
諸機関の影響力，に着目する 3 つの仮説を構築し
た。そのうえで，この 3 つの仮説を検証するため
の方法論とデータ・ソースについても明示した。
本号では，事例研究に移り，長期に渡って各国間
で激しい論争の対象となっていた欧州委員の人数
をめぐる交渉の中で起こった政府の立場変更の 2
つの事例を取り上げる。それぞれの事例におい
て，上記の 3 つの仮説の検証を行い，立場変更の
要因を突き止める。結論部では，本稿の分析結果
の一般化可能性とその規範的含意について触れ
る。

３．欧州委員の人数をめぐる交渉

3.1. 交渉の経緯と二つの転機
　欧州委員会とは EU の主要機関の一つであり，
行政執行部としての役割を担う1。任務・政策分
野別に総局と呼ばれる組織が設置されており，現
在は正規・非正規，合わせて約 3 万人が職員とし
て働いている。この機関の頂点に政治任用の欧州
委員から構成されるカレッジと呼ばれる合議体が
位置している。現在，全加盟国から 1 名ずつ選出
されており総勢28名の委員がいる。それぞれの欧
州委員は，国家レベルでいう各省庁の大臣のよう
に，特定の政策や任務を担当している。
　欧州委員会には，他の国際組織には見られない

「超国家的」な役割と権限が与えられている。そ
の代表的な役割の一つが，EU の法案を作成し提
案することである。EU の法案を提出する権利を，
一部の政府間協力にとどまっている分野を除き，
排他的に有し，EU 立法の議題設定者としての機
能を果たしている2。
　欧州委員会には特定の加盟国の利益に囚われ
ず，欧州全体の利益を実現すべく行動することが
EU 基本条約には記載されている。ただし現実に
は，各国政府は自国から選出された欧州委員に対
して，自国の利益を擁護，推進する役割を期待
し，自分達の国の代表としてみなす意識を少なか
らず持っている。欧州委員会内の議論でも，各委
員が自国の国益を擁護すべく意見を交わすことが
ある。各委員にどの所掌任務を与えるのかを選定
する際には，各国政府間でポスト争いが起こるこ
ともある3。
　全ての加盟国から欧州委員が選出されてきたこ
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とには，ある歴史的な背景がある。欧州石炭鉄鋼
共同体が1953年に発足したが，その基本条約の中
には，「大国」が「小国」の利益を蹂躙しないよ
うにするための制度的な工夫が施されている。そ
の代表例が，欧州委員会（当時は最高機関と呼ば
れた）の組織構成の設計にあった。この共同体は
6 カ国を原加盟国として発足したが，その際，独
仏の両政府は 6 カ国全ての加盟国から委員を選出
する必要はないとの立場をとっていた。しかし，
ベルギー，オランダ，ルクセンブルクのいわゆる
ベネルクス 3 国は，もしも自国出身の委員が欧州
委員会の中に不在となると，自分達の国益が軽視
される危険性があると考え，各国から最低 1 名は
選出すべきで，その委員の選出は加盟国政府が主
体となって行うべきと主張した4。その要求が受
け入れられた結果として大国からはそれぞれ 2 名
ずつ，他の小規模の国家からはそれぞれ 1 名ずつ
を選出することになったのである。
　このような組織構成はその後，EC/EU の加盟
国数が増加しても維持され，1995年にオーストリ
ア，フィンランドおよびスウェーデンが EU に加
入し，加盟国の総数が15に到達した時点で，欧州
委員会は総勢20名の委員構成となった5。ドイツ，
フランス，イギリス，イタリア，スペインの 5 カ
国が大国扱いを受け，それぞれ 2 名の委員を，他
の中・小規模の10カ国はそれぞれ 1 名の委員を選
出していたのである。
　しかしながら，EU が90年代半ば以降に中・東
欧諸国に拡大することを視野に入れ始めると，そ
のような欧州委員会の組織構成を将来に渡って維
持していくことを問題視する声が一部の加盟国か
らあがる。論争の口火を切ったのは，フランス政
府である。フランス政府は，1996-7年の政府間会
議の中で，現行の20名から10名へと欧州委員の定
数を縮小する提案を行った6。フランス政府とし
ては，現行の欧州委員会の構成を維持したまま
EU を拡大させると，やがては欧州委員の総人数
が30人を超え，組織運営上の問題が出てくると訴
えたのである7。
　このフランスの意見には，ドイツ，イギリス，
スペイン，イタリアも支持する。これら 5 カ国は
当時，欧州委員枠を 2 名保持していた諸国家であ
る。実際のところ，これらの国々は自分達の立場
や影響力が，EU が拡大し増大する中小規模の

国々の勢力の中で埋没してしまうのではとの懸念
を抱いていた。欧州委員会の意思決定は委員の多
数決で行われる。大国側には，人口の少ない諸国
家の意見に欧州委員会の決定が左右されることは
避けたいとの意識が働いたのである。そして，欧
州委員会は加盟国政府を代表する機関ではないた
め，全ての加盟国から委員を選出する必要は全く
ないと主張したのである8。
　この縮小案に対し，中小規模の10カ国の政府は
一斉に猛反発し，各加盟国から少なくとも 1 人の
欧州委員を選出し続けるべきと強硬に訴えた9。
EU 内での政治的立場が強く，理事会での票数が
多く配分されている大国とは違い，小国側は EU
の中において自分達の利益を守るためには欧州委
員会の存在が極めて重要と位置付けている。小国
側はもしも自国出身の委員が欧州委員会に不在と
なった場合，欧州委員会ひいては EU 全体の意思
決定の中で自分達の意見や利益が軽視されると恐
れたのである10。
　このようにして，欧州委員の人数をめぐる問題
では「大国」と「小国」という二つの陣営に分か
れ，激しい対立と論争が長きにわたって繰り広げ
られることとなった。1996-7年の政府間会議では，
この問題は解決できず実質的に先送りとなる11。
そして，この案件は次の2000年の政府間会議，
2002-4年の憲法条約の交渉，そして2007-9年のリ
スボン条約をめぐる交渉と継続的に話し合われ
た。この一連の交渉の詳細を辿ってみると，二つ
の大きな転機があったことが確認される。それら
の転機はいずれも政府の立場の変更によってもた
らされたものである。

3.2. ニース条約交渉の中盤
　2000年のニース条約のための政府間会議が開始
された時点では，依然として大国側と小国側が対
立し合い，解決の糸口が全く見つからない状況で
あった12。しかしながら，交渉が中盤に差し掛
かった時にある重要な転機が訪れた。2000年10月，
フランスのビアリッツで行われた首脳会談（非公
式の欧州理事会）の場で，突如，ベネルクス 3 国
が欧州委員の人数は削減してもよいと，これまで
の自分達の立場を覆して，大国側に与するように
なったのである。
　この 3 カ国の立場の変更がもたらした影響は大
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きい。従来の 5 大国にベネルクスの 3 国が加わ
り，その結果，当時の15の加盟国の中で委員数削
減の意見が多数を占めるようになった。しかも小
国側はかねてよりベネルクス 3 国を中心に結束を
保っていたため，その中核的存在の 3 カ国の立場
変更によって，残された小国側は形勢が一気に不
利となり，他の小国も諦めざるをえなくなったの
である13。
　この交渉の議長を務めていたフランス政府はこ
の機会を逃さず，委員数を削減することで交渉を
強引にではあるがまとめあげる14。その妥結内容
は， 2 段階で委員数を削減することを予定とし
た15。第 1 段階として，2004年から新たに任命さ
れる欧州委員会から，大国はそれまで保持してい
た欧州委員の 2 人枠のうちの 1 人分を放棄し， 1
国 1 名制へと移行する。第 2 段階では，EU 加盟
国数が27に到達した時点で，委員数は加盟国数よ
りも少ない人数にする。そして各国には平等な
ローテーション制度のもとで，欧州委員が振り分
けられることとなった。
　引き続き，2002年から2004年にかけて議論され
た憲法条約の交渉では，このニース条約での合意
に基づきつつさらに話し合いが行われた。その結
果，欧州委員会の人数削減のさらなる詳細が決定
され，欧州委員の定数は加盟国数の 3 分の 2 に相
当する人数にまで削減されることになった。加盟
国数が27だとすると，欧州委員は18人となる。そ
して2014年から任命される欧州委員会からそのよ
うに 3 分の 2 に削減することで合意された。
　憲法条約は2005年，フランスとオランダの国民
投票で批准が否決され，2007年に新たにリスボン
条約が作成される16。リスボン条約は憲法条約の
内容の大半を継承しており， 3 分の 2 への委員数
削減についても異論は出なかった。従って，リス
ボン条約の条文の中でもその 3 分の 2 への削減予
定は記載されている（後にこの合意は覆されるこ
とになるが）17。

3.3. �アイルランドにおけるリスボン条約の批准
過程

　かくして欧州委員会の規模の問題はようやく決
着が着いたと思われていた。しかしながら，その
後， 事 態 は 急 展 開 を 見 せ る。2008年12月 の ブ
リュッセルの欧州理事会において，欧州委員の人

数を 3 分の 2 に削減する計画が反故にされ， 1 国
1 名制を将来に渡っても維持していくとの政治合
意に達したのである18。これは180度の方針転換
である。この転機を作り出すきっかけとなったの
は，2008年 6 月のアイルランドの国民投票である。
　アイルランドはリスボン条約を批准するために
唯一国民投票を実施した国家である。その国民投
票で，アイルランドの有権者は批准を否決する。
EU の条約改正は全ての加盟国の批准がなければ
発効できない。それゆえ，他の加盟国政府はアイ
ルランドにもう一度，国民投票を行うことを求
め，アイルランド政府はその条件として，他の加
盟国に欧州委員会の 1 国 1 名制を維持することを
求め，それが受け入れられたのである19。
　これはアイルランド政府の立場変更を意味す
る。もともとアイルランド政府はニース条約の交
渉で委員数の削減に合意を与えていた。しかも，
憲法条約の政府間会議では，委員数を 3 分の 2 へ
と減少することを議長として自ら積極的に推進し
ていた20。2007年にリスボン条約について話し合
いを行っていた際には，アイルランド政府は欧州
委員の人数の 3 分の 2 への削減について一切異議
を挟まなかった。にもかかわらず，批准否決後，
方針転換して 1 国 1 名制の維持を求めるように
なったのである。
　このように欧州委員の人数をめぐる一連の交渉
の過程では，加盟国の交渉の立場の変更が 2 つの
転機を作り出した。ひとつは，2000年の政府間会
議のさなか，大国側と小国側が対立し交渉が行き
詰まっていた中，事態を打開し，委員数削減の方
向性を一気に作り出したベネルクスの 3 カ国によ
る立場の変更である。もうひとつは，2008年 6 月
にリスボン条約で国民投票での批准否決後，いっ
たんは受け入れていた委員数削減の撤回を求め，
1 国 1 名制を要求するように立場を変更させたア
イルランド政府の立場変更である。なぜこれらの
国々はそのように立場を変更したのか。以下，こ
の問題の分析に移る。

４．ベネルクス 3 国の立場の変更

　なぜベネルクス 3 国は，それまでは委員数の削
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減に強く反対していたのに，ニース条約の交渉中
にそれを受け入れるように立場を変更したのであ
ろうか。第 1 節（本誌前号）で引き出した 3 つの
仮説の検証を通じて，その立場変更の理由を考察
する。

4.1．国内の諸要因
　仮説 1 では，国内の行為主体（市民，社会集
団，政府指導者）の意見によって，EU の条約交
渉での政府の立場が変更される，との予想が立て
られている。この仮説を検証するべく，国内のそ
れぞれの主体がどのような意見を持っていたのか
を確認してみよう。
　まずは，一般市民の意見に関して，2003年に実
施された『ユーロバロメーター』の調査の一環
で，この欧州委員の人数に関するベネルクス 3 国
の市民の意見が調査されている21。この調査によ
ると，回答者のうち，ベルギーでは63%，オラン
ダでは90％，ルクセンブルクでは85% が 1 国 1
名を維持することを求めている。このことは，ベ
ネルクス 3 国の政府は世論の動向に反して，委員
数を削減することに合意したことを示唆する。
　ただし，この点，ベネルクス 3 国の市民のほと
んどが EU の条約改正交渉にそれほど強い関心を
持っていなかった点を考慮する必要があろう。一
般市民の中で，条約の進捗状況を逐一把握してい
る人は少なく，条約の改正内容についても強い関
心を持つ人は少ない22。そのような状況下，政府
は自国民の意見に注意する必要は生じない。実
際，オランダとルクセンブルクでは2005年に憲法
条約の国民投票が行われたが，欧州委員の人数の
問題は争点とならなかった。
　次に，国内の社会集団については，ベネルクス
3 国の政府は国内の特定集団，たとえば経済団
体，業界団体あるいは労組団体などから欧州委員
会の規模の問題について何らかの要求や圧力を受
けたことを示す証拠は見受けられない23。この問
題は制度問題の一つであり，国内の業界団体の特
定の利害が直接絡む問題ではないため，それゆえ
にこの問題に特に目を向けて，政府に何らかの圧
力をかけることはなかったのだと考えられる。
　最後に，政府や議会のアクターはこの問題につ
いてどのような意見を持っていたのかを確認す
る。ベネルクス 3 国は伝統的に欧州統合に熱心な

国々の部類に入る。これらの国々では，欧州統合
推進や連邦主義の理念が政府の指導者層の間で共
有されていることが多い。1990年代後半から2000
年までにかけて，これらの国々では欧州統合推進
派の政治家が政権に就いていた。ベルギー首相を
歴任したデハーネ（Jean-Luc Dehaene）とフェ
ルホフスタット（Guy Verhofstadt），オランダ
首相のコック（Wim Kok），ルクセンブルク首相
のユンケル（Jean-Claude Juncker），いずれも欧
州統合推進派あるいは連邦主義者として欧州では
広く名前が知られている人物である。つまり，
1996-7年のアムステルダム条約のための政府間会
議と2000年のニース条約のための政府間会議で
は，ベネルクス 3 国はこれらの欧州統合推進派の
政府リーダーに率いられていたことになる。
　しかし，これらの欧州統合に積極的なリーダー
に率いられていたベネルクス 3 国でさえ，欧州委
員の人数をめぐる問題では，国益擁護の観点か
ら，欧州委員会の 1 国 1 名制の保持を強く主張し
ていた。ベネルクス 3 国の政府が発表した文書や
政府首脳の声明や発言をみてみると，1996-7年の
政府間会議でも2000年の政府間会議においても，
EU が大国に支配されずに，自分達の利益を守る
ためには，各国から 1 人ずつ欧州委員が選出され
ることが重要であるとこれらの政府が認識してい
たことがわかる24。これらの国々は，もしも自分
達の欧州委員が不在の場合，欧州委員会内で自分
達の利益が軽視され，同時に，大国の利益が EU
内で支配的になってしまうとの強い不安を持って
いたのである25。
　このような懸念はベネルクスの国々の国会議員
にも広く共有されていた。ベルギー 26，オランダ27，
ルクセンブルク28，いずれの国会でも 1 国 1 名制
を維持する意見が圧倒的多数を占め，委員数の削
減に反対する意思を明確に表明し，政府に対して
1 国 1 名制を譲らないように求めていた。
　要約すると，欧州委員会の人数をめぐる問題に
関し，国内の主要な行為主体の意見を確認したと
ころで，なぜベネルクス 3 国が委員数削減に賛成
するように立場を変更したのかを説明することは
できない。一般市民は，自分達の欧州委員を保持
したいとの考えであったが，そもそも条約交渉に
あまり関心をもっていなかった。国内の社会集団
は，この欧州委員の人数の問題に関して政府に対
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して，自分達の意見を汲み取るように何らかの働
きかけをしていない。政府と主要政党の政治家た
ちも，国益擁護の観点から 1 国 1 名制を要求し，
自分達の欧州委員選出の権利の放棄に反対してい
た。国内要因からは，なぜこの 3 国の政府の立場
が変更したのかを説明できないのである。

4.2. 政府間交渉
　次に仮説 2 の検証のために，政府間交渉の内部
に分析の視座を移す。ここでは，ベネルクス 3 国
の立場変更に関して，他の国々との交渉の中で，
何らかの取引や排除の脅しがあったのかどうかが
考察の対象となる。
　まず，争点間取引があったのかどうかを分析し
よう。2000年のニース条約の政府間会議では，欧
州委員の人数の問題と並行して，理事会の特定多
数決の票数配分の問題，特定多数決制の範囲拡大
の問題，および欧州議会の議席数も議論されてい
た29。当初，多くの加盟国の間にこれらの複数の
争点を一括して，各国間で利得のバランスがとれ
るように合意をまとめ上げようとの意識が共有さ
れていた30。しかし，これらの争点はいずれも重
要争点であり，交渉が進むうちに個別に検討され
る傾向が強くなる。結果として，欧州委員会の委
員数の問題で，ベネルクス 3 国の立場変更に関係
した争点間取引はなかった。
　はじめに，理事会の特定多数決制の票数配分の
問題では，各国間で熾烈な意見対立が起き，合意
は困難を極めていた。結果的に，加盟国政府は当
初掲げていた効率的な理事会での意思決定という
名目を捨て，とにかく合意することだけを優先さ
せて交渉を行い，その結果， 3 つの要件（票数，
加盟国数および人口）を課す新しい特定多数決制
の導入に合意した。
　ベネルクス 3 国も最終的にこの 3 要件から成る
特定多数決制に合意したわけであるが，ここで，
ベネルクスが欧州委員の人数削減に合意した見返
りに，この理事会票数の案件で何らかの便宜を
図ってもらったことを示す証拠はない。2000年12
月，ニースにおいて各国の票数配分が首脳間で話
し合われた際，議長国のフランス政府が各国の票
数配分に関して一連の提案を行っていたが，いず
れもベネルクスの首脳達を納得させるものではな
く，むしろ彼らは怒りを露わにしていた。

　ルクセンブルクのユンケル首相はフランス政府
の一連の提案では，自国への票数配分が少なすぎ
るとして強く反発していた31。オランダの外務大
臣のベンスホップ（Dich Benschop）も仏政府の
提案が「いったい何の基準を採用しているのかよ
くわからない」と不快感を表明した32。ベルギー
のフェルホフスタット首相もフランス政府に不満
をぶちまけ，その上で加盟国数と人口の二つの要
件から特定多数決を構成する対案を提示してい
た33。最終的に，ベネルクス 3 国の政府は徹底抗
戦を続け，その結果，フランス政府から一定の妥
協を引き出し，オランダ，ベルギー，ルクセンブ
ルクの 3 各国の票数を合計すると，ドイツ，フラ
ンス，イギリス，イタリアといった大国と同じ，
29票となるように設定された34。この合意は，欧
州委員の人数の争点とは関係なくベネルクスが勝
ち取ったものである。
　次に特定多数決の適用範囲の問題についてであ
るが，ベネルクス 3 国は足並みを揃えて，環境政
策，共通通商政策，社会政策，自由・安全・司法
の領域といった分野への多数決制の適用拡大を訴
えた35。しかし，ベネルクス 3 国の要求は十分に
受け入れられなかった。環境政策では，一部の領
域で依然として全会一致の規定が残ることとな
り，全面的に多数決制へ移行すべきとのベネルク
スの要求は通らなかった。同様に，共通通商政策
の分野でも，きわめて限定的にしか多数決の範囲
拡大が実現しなかった36。社会政策，とくに社会
保障の分野でもベネルクスの要求は受け入れられ
ず，満足のいく結果は得られていない。最後に，
自由・安全・司法の領域では，ベネルクス 3 国は
人の自由移動に関する難民・移民の政策において
多数決制への移行を訴えたが，これも加盟国に実
質的に拒否権が残る形で交渉は終えた。全体的
に，特定多数決の適用範囲の拡大の問題では，ベ
ネルクス 3 国の要求はほとんど受け入れられな
かったのである37。ここでも，欧州委員の人数の
争点との間で何らかの取引が行われたことを示す
証拠はみつけることはできない。
　最後に，欧州議会の議員定数であるが，ニース
条約の交渉では，各国政府は EU の中・東欧諸国
への拡大を控え，新規加盟の諸国に欧州議会議員
の議席を設けるために，既存の加盟国に割り当て
られている議席数は全体的に少なくする必要があ
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るとの認識の下で議論が行われた。しかし，この
問題は他の制度問題と比較して，各国はさほど重
要視していない争点であった。他の国々は，欧州
委員の人数，特定多数決制の定義，特定多数決制
の適用範囲の拡大といった案件の方をより重要視
していたのである。それゆえニース条約の交渉で
は，この欧州議会の議席数の問題は，他の制度問
題において何らかの損失を被る諸国家に埋め合わ
せるための交渉上のツールとしてみなされること
となった。
　現に2000年12月のニース欧州理事会では，ドイ
ツが EU の中で人口上突出して多いにも関わら
ず，特定多数決制の票数配分において，フラン
ス，イギリス，イタリアと同票を割りあてられ，
その代わりに多めに欧州議会の議席を割り当てら
れた。逆に，スペインは特定多数決で，27票とい
うその人口規模よりも多くの票数を獲得し，その
代わり，欧州議会の議席数は少なめに割り当てら
れることになった。
　このように欧州議会の議席数は，ニース条約交
渉の全体的な合意パッケージの中で，各国の利
益・損益のバランスをとるための重要な役割を果
たすこととなった。しかしながら，この欧州議会
の議席数の問題も，ベネルクス 3 国の欧州委員の
定数削減の受け入れとは直接の関係性はない。
　次に，この交渉の中で，欧州委員の人数の問題
と関連して，大国側から小国側に対して何らかの
交渉上の脅しがあったのかどうかの考察に移る。
上述の通り，ベネルクス 3 国が初めて妥協する姿
勢を明示したのは2000年10月に開催されたビア
リッツでの首脳会談の場であった。その夕食の席
上，オランダのコック首相がベネルクスを代表し
て，議長国フランスのシラク大統領（Jacques 
Chirac）のもとに歩み寄り，妥協に応じてもよい
と伝えたのである38。ただし，ベネルクス側は委
員数削減に応じる代わりに，欧州委員の各国への
割り当てにおいて平等なローテーション制を採用
することを求めた。具体的にベネルクス 3 国が提
案したのは 2 段階での削減プランである。第 1 段
階として，当面は 1 国 1 名制をとること。そして
第 2 段階として，中・東欧から数多くの諸国が新
たに EU に加盟した後，委員数を加盟国数未満に
少なくし，その際，平等なローテーション制の下
で，各国に順々に委員が振り分けていく。このベ

ネルクスの案を受けて，シラク大統領はすぐさ
ま，ドイツ，イギリス，イタリア，スペインの首
脳と協議し，この案の受け入れを決定し，その瞬
間，交渉の行き詰まりが解け，交渉は欧州委員の
人数を削減する方向へと決定的に動き出したので
ある。
　なぜベネルクス 3 国はこのように妥協したの
か。その背景には，大国側が小国側に対して一種
の「排除の脅し」を行ったことがある。注目すべ
きは，2000年の政府間会議が始まった時，イギリ
スとドイツが先導して，小国側にあるプレッ
シャーをかけていたことである39。英独は，もし
もすべての加盟国が自分達の欧州委員を保持し続
けるならば， 2 層からなる欧州委員会（a two-
tier Commission）を導入し，投票権のある委員
と投票権を持たない委員を区別する提案を行っ
た40。英独は， 1 国 1 名制では，委員数が多くな
りすぎるため，欧州委員会の効率的な運営を推し
進めるためにそのような 2 層制にする必要がある
と訴えたのである。この提案に込められた政治的
なメッセージは露骨でわかりやすかった。それ
は，もしも各国が 1 人ずつ欧州委員を保持する場
合，大国側は常に投票権がある欧州委員を，小国
側は投票権のない欧州委員を割り当てるというも
のであった。
　しかも，もしそのような 2 層制を導入しない場
合でも，大国側は自分達の強い政治力を背景に，
重要な政策分野における欧州委員のポストを独占
し，重要でないポストを小国に割り当てるとまで
示唆した。大国側は従来 2 名の欧州委員を保持し
てきたのであり，そこから 1 国 1 名制へ移行する
のであれば，自分達だけ委員枠を 1 人分失うこと
となる。その埋め合わせとして，（1）大国側が投
票権のある欧州委員を常に保持する，もしくは，

（2）大国が重要な委員ポストを独占する，という
二つの選択肢になるのは当然との態度をとったの
である41。この提案は，フランス，イタリア，ス
ペインの他の大国からも支持を受ける。
　このように大国側が攻勢を強めるなか，ベネル
クス 3 国は苦しい立場に立たされる。ベネルクス
3 国からすると， 2 層化し，投票権のないポスト
が自国選出の欧州委員に割り当てられた場合，同
委員会内の自国の影響力が低下してしまう。 2 層
化せずに欧州委員の人数を増やしたとしても，自
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国選出委員は重要ポストが与えられず，これもま
た自国の影響力低下に繋がってしまう。とくにベ
ネルクス 3 国は，欧州共同体の原加盟国であり，
当初は重要な委員ポストを保持していたのに，加
盟国数が増える度に，割り振られるポストの重要
度が如実に低くなっていくのを痛切に感じていた
国々である42。とりわけ直近の1999年のプロディ
委員会（Romano Prodi）の任命の際，ベネルク
ス三国は重要ポストに与ることができず，苦汁を
なめていた。
　このような苦境に立たされ，ベネルクス 3 国が
模索した妥協策が平等なローテーション制のもと
での委員数削減の受け入れであったのである。ベ
ネルクス 3 国の政府首脳はこの経緯を次のように
振り返っている。ベルギーのフェルホフスタット
首相は「平等なローテーションを提案すること
は，優遇される委員と不遇な扱いを受ける委員か
ら構成される欧州委員を作る傾向に対抗するため
に，私たちに残された唯一まともな妥協案であっ
た」と自国の国会で述べている43。また，「ベネ
ルクス三国は，例えば欧州委員会の二任期のう
ち，一任期の中で欧州委員を保持し，そして自分
達に本当に重要な委員ポストを確保する方が望ま
しいと考えた」とも付け加えている。
　ルクセンブルク政府もこの取引は交換条件で
あったと認めている44。ユンケル首相はこの平等
なローテーションの利点を「ドイツとルクセンブ
ルグが平等に欧州委員の割り当てを受けることが
でき，かつ欧州委員の間での結束を保持すること
が可能になる」との発言をしている45。同国のポ
ルファー外相（Lydia Polfer） もまた，25名以上
の欧州委員会の中では，それぞれに重要な任務を
みつけるのはより困難である。（中略）（このまま
では）小さい国家がさほど重要でないポストを与
えられてしまう。それに対し，小人数の欧州委員
会なら，すべての国の委員が順番で重要な任務を
担当することができる」と述べていた46。オラン
ダでも欧州問題担当相と外相を勤めたニコライ

（Atzo Nicolaï）が，同国の国会において，大国が
小国よりも優先されないようにするために平等な
ローテーションを導入し，その上で委員数削減に
合意することが最善の措置であったと述べてい
る47。
　これらの発言が示すように，ベネルクスの政府

首脳を悩ませていたのは，大国側が提案した欧州
委員会の 2 層化案および大国による重要委員ポス
ト独占の危険性であった。 いずれの選択肢も大
国が有利に，小国が不利になることが自明の選択
肢であり，唯一対抗できる手段としてローテー
ション制の導入を持ち出したのである。このよう
な経緯は，排除の脅しによる交渉の立場変化を予
測した仮説 2 の妥当性を示すものといえる。

4.3. EU 諸機関の影響力
　仮説 3 では，欧州委員会や欧州議会といった
EU 諸機関が，加盟国政府に情報や専門知識，問
題解決法などを提示して，それによって政府の立
場が変化すると予測されている。この仮説を検証
するために，欧州委員会と欧州議会がこの問題に
関してどのような行動をとっていたのかを確認し
てみよう。
　まず，欧州委員会であるが，この機関はアムス
テルダム条約の交渉48でも，ニース条約の交渉49

においても，自分達の立場を明確に定めず，加盟
国政府側に議論を委ねていた。欧州委員会として
は， 1 国 1 名制でも，欧州委員の人数を加盟国数
未満に抑えるのでも，どちらでも構わないとの立
場で，この問題に対して何らかの影響を与えよう
する姿勢をみせなかったのである。
　同様に欧州議会もこの問題にそれほど強い関心
を示さなかった。欧州議会からは2000年の政府間
会議に3人の代表者が関与した。これらの代表者
は加盟国政府と意見交換の機会を設け，欧州議会
としていくつかの要望を各国政府に伝えている。
とくに，欧州議会からは，特定多数決制の適用範
囲の拡大，共同決定手続きの適用範囲の拡大，欧
州委員会委員長の任命における欧州議会の権限の
強化，基本権憲章の法的地位といった分野で議会
側の意見を受け入れるように各国に強く働きかけ
ていた50。しかし，この要望の中には，欧州委員
の人数の問題は含まれていない。この問題は，欧
州議会にとっての優先事項ではなかったのであ
る。
　このように欧州委員会と欧州議会は，欧州委員
の人数の問題に対して，加盟国政府に対して積極
的に働きかけを行うことはなかった。従って，
EU 諸機関の行動はベネルクス 3 国の立場変更に
は関係がないとわかり，仮説 3 は棄却されること
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になる。
　まとめると，仮説1と仮説 3 の妥当性は棄却さ
れ，政府間交渉に着目する仮説の 2 の妥当性が，
この事例において実証的に示されたと判断され
る。つまり，大国側が排除の脅しを行使して，ベ
ネルクス3国は立場を変更することになったとの
結論である。

５．アイルランド政府の立場の変更

　先述の通り，欧州委員の人数を削減する計画
は，2008年，アイルランド政府の要求を受けて反
故にされ，１国１名制が維持されることになっ
た。なぜアイルランド政府は委員数の削減をいっ
たんは受け入れたのに，後にその合意を撤回し，
１国１名制を再び要求するようになったのか。本
節では，第2節で引き出した３つの仮説の検証を
行い，その理由を明らかにする。

5.1．国内要因
　2008年の春，アイルランドではリスボン条約批
准のための国民投票を控え，欧州懐疑派のグルー
プが活発な反対キャンペーンを繰り広げていた51。
その中で，重要な争点の一つとなったのが欧州委
員の人数の問題である。「アイルランドの欧州委
員の喪失」と表現され，委員数削減が激しい批判
の対象となったのである52。正確にいえば，これ
はアイルランドが欧州委員会の 3 任期のうち 1 任
期，つまり15年のうち 5 年間，欧州委員を保持す
ることができない期間が生じることを意味する。
　この批判で主導的立場を果たしたのが，欧州懐
疑派の少数政党シン・フェイン党（Sinn Féin）
である。この政党は，欧州委員の人数削減はアイ
ルランドのような小国の国益にとって極めて重大
な損失を与えると訴えた53。他にも，EU に批判
的なグループ，たとえば保守的なシンクタンクの
リベルタス (Libertas, 後に政党になる ) や反 EU
団体の人民運動（People’s Movement），さらに
は欧州懐疑派の欧州議会議員や無所属の国会議員
も加わって，この点を批判した54。テレビ，イン
ターネット，ポスターやパンフレットといった各
種媒体を駆使して，「欧州委員の喪失」への批判

が広範に繰り広げられたのである55。
　この批判を受け，リスボン条約の批准を推進す
る政府や主要政党は守勢に立たせられる。たとえ
ば，カウエン首相（Brian Cowen）は欧州委員を
削減しても，平等なローテーションが導入されて
小国は保護されると反論していた56。しかし委員
数削減を正当化しようとする政府の努力は報われ
ず，リスボン条約の批准は2008年 6 月の国民投票
で否決される。投票者の52.3% が反対票を投じ，
賛成票は47.7％であった。
　この国民投票の直後から，各種のメディアや学
術研究調査では，否決の主要因の一つとして，欧
州委員の人数削減が指摘される57。ある調査によ
れば，「国家主権の喪失」，「EU におけるアイル
ランドの影響力の低下」そして「大国による EU
支配の強化」，が多くの市民が共有していた懸念
であると分析されている58。欧州委員の人数削減
はこれらの懸念すべてと結びついていたと考えら
れ，政府が委託して行われた調査では，アイルラ
ンドの国民の80% がこの欧州委員の人数削減が
国民投票の中で重要な問題の一つであったと回答
しており，さらに投票者の65％がこの問題が自分
達の投票行動を決定する上で重要な一要素であっ
たと回答している59。
　この国民投票の否決という結果を受けて，他の
加盟国政府はもう一度，アイルランド政府に国民
投票を行い，何としても批准に漕ぎ着けるように
求めた。それに対して，アイルランド政府は，も
う一度リスボン条約を国民投票に付すかわりに，
欧州委員会の構成で 1 国 1 名制を維持すること条
件として求めた60。これは，欧州委員数の削減
が，否決の一要因であったとの認識に基づいての
要請であった。
　実は，アイルランド政府内では，国民投票での
否決後，比較的早い段階で 1 国 1 名制の要求を行
う方向で意見はまとまっていたという61。という
のも，アイルランド政府はもともとアムステルダ
ムとニースの条約改正交渉の場で， 1 国 1 名制を
訴えていた国の一つであり， 1 国 1 名制は自国の
選好に沿っていたからである。
　しかも， 1 国 1 名制は，国内で幅広く支持を受
けていた。アイルランドでは，否決に終わった国
民投票の結果を分析するために，国会内に特別部
会が設置された。この部会には，全ての議会政党
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から代表者が集い，欧州懐疑派のグループも含
め，広範な社会集団と協議が行われた。この部会
は2008年11月に報告書を提出し，その中で，欧州
委員会の 1 国 1 名制への強い支持が表明されてい
た62。しかも，時を同じくして全国紙『アイリッ
シュ・タイムズ』の世論調査の結果も公表され，
アイルランドの多くの市民が，もしも自分達の欧
州委員を保持することを EU が受け入れた場合，
2 度目の国民投票では賛成票を投じると回答して
いると報告された。このような国内からの支持の
声は，アイルランド政府が 1 国 1 名制を他の EU
諸国に要請することを後押ししたのである63。
　かくして2008年12月，ブリュッセルで開催され
た欧州理事会において，アイルランド政府は 1 国
1 名制の要求を正式に行い，他の諸国から受け入
れられた。この一連の経緯は，アイルランド政府
が自国の国民投票における投票者の声に反応して
立場を変更したことを示す。国内要因を重視する
仮説 1 がここで支持されると判断されるのであ
る。

5.2．政府間交渉
　次に，仮説 2 の検討に移り，アイルランドの政
府の立場変更に関して，他の政府との間で何らか
の取引や脅しの行使があったのかどうかの考察を
行う。アイルランドの 1 回目の国民投票は2008年
6 月12日に行われたが，その日までに既に18カ国
が国内批准を終えていた。投票結果が否決に終わ
ると，他の加盟国の中から，アイルランドを排除
して，リスボン条約の発効を目指そうとする動き
がでてくる。とくにフランスとドイツの両政府
は，否決直後，共同宣言を発表し，まだ批准を済
ませていない 8 カ国でも批准の手続きを進めるこ
とを強く求めた64。この呼びかけに他国も同調
し，まず，イギリス政府がアイルランドの国民投
票からたった 1 週間後の同月18日に議会での批准
手続きに入り，リスボン条約を承認した。そし
て，同月20日には，ブリュッセルの欧州理事会の
場で各国首脳が一堂に会し，リスボン条約を放棄
する意志がないことを確認し合う65。
　しかも，この 6 月の欧州理事会の場外では，ド
イツの外相やベルギーの欧州問題担当相が，アイ
ルランドが批准できなかった場合，アイルランド
抜きでリスボン条約を発効させる意志があるとの

発言をした66。フランスのサルコジ大統領にい
たっては，このままではニース条約の適用が続く
ことになり，その場合は，翌年の2009年に任命さ
れる欧州委員会から委員数を加盟国数未満に減少
させることになるため，アイルランドから欧州委
員を外すことになると示唆した67。
　これらはまさにアイルランドを排除しようとす
る動きとして把握できる。ただし，これらの排除
の脅しの意図は，アイルランドを本当に排除する
ことではなく，むしろ，アイルランドがもう一
度，リスボン条約を国民投票に付すことを強く促
すことにあった。現に独仏の両政府はアイルラン
ドの国民投票の否決直後，非公式にアイルランド
政府に2回目の国民投票を来年に行うことを考え
るようにと伝えていた68。
　ここで注目に値するのは，ドイツやフランス
は，アイルランドに対して排除の脅しをかけつつ
も，それと同時に，2 回目の国民投票を行う場合，
何らかの見返りを与えると示唆していたことであ
る。具体的には，欧州委員の定数の問題に関し
て， 1 国 1 名制に戻す提案をアイルランドに非公
式に伝えていたのである。まず，アイルランド政
府は，フランス，ドイツ，イギリスといったこれ
まで委員削減を主張していた国々から， 1 国 1 名
制を維持してもよいとのシグナルを受けていた。
サルコジ大統領は，アイルランドの全国紙『アイ
リッシュ・タイムズ』に，アイルランド政府が 1
国 1 名制を望むのであれば，それを排除しないと
明言した。ドイツ政府は2008年 8 月にフランスの
ブレスト（Brest）で開催された非公式の外相会
談の場で， 1 国 1 名制に合意する用意があると伝
えていた69。イギリス政府も当初は 1 国 1 名制の
維持に後ろ向きの態度を見せていたが，最終的に
は前向きの姿勢に転じる。これは，理事会での全
会一致があれば条約の規定の改正なしに欧州委員
の人数を変更することが可能で，もう一度条約交
渉と批准をやり直す必要性が出てこないとの判断
が働いたからである。当時のイギリスの労働党政
権にとっては，最大野党の保守党や国内の欧州懐
疑的なグループからリスボン条約を国民投票で批
准すべきとの執拗な声をかわすことが最も重要と
の判断が働いていたのである。
　続いて，アイルランド政府は，多くの中小規模
の国々や中東欧の諸国からも 1 国 1 名制の維持に

早稲田政治公法研究　第104号

49



賛成との意向を受け取る。これらの国々は元来，
自分達の欧州委員を保持することを求めていたた
めむしろ当然の反応であった。唯一，ベネルクス
の 3 国だけ，欧州委員の人数は予定通り削減すべ
きとの立場をとった。この判断の背景には， 2 つ
の考慮が働いていた70。ひとつは，欧州委員の人
数が増えた場合，結局，小国は重要でない委員の
ポストを与えられるとの危惧である。もうひとつ
は，ベネルクス 3 国は他の小国と違い，自分たち
3 国で強固に協力することが可能で，もしも欧州
委員の人数を削減し，自国からの委員がいなくて
も，他のベネルクスの 2 国でその不在を補うよう
に協力し合えるとの考慮である。
　このようにして，アイルランド政府はベネルク
ス以外の大多数の諸国家が前向きな態度を見せて
いたことから，欧州委員会の 1 国 1 名制の維持を
要求できる状況が整っていると判断した。前述の
通り，アイルランド政府は2008年12月の欧州理事
会で正式に他国の政府にその要請を行い，受諾さ
れ，そしてもう一度国民投票を行うことになっ
た。その 2 回目の国民投票は2009年 9 月に開催さ
れ，アイルランド国民は批准を承認した。リスボ
ン条約が発効したのは，2009年12月 1 日である。
この時の政治的合意を受けて，2013年，EU 諸国
は， 1 国 1 名制を将来にも渡って維持していくこ
とを法的にも定めている。
　この経緯をまとめると，アイルランド政府は，
ドイツやフランスといった国々から，排除の脅し
を受けていたことが確認される。この排除の脅し
は，アイルランドに国民投票を再度行うことを促
すことを目的としたものである。その排除の脅し
と並行して，アイルランド政府は，他の大多数の
国々から 1 国 1 名制の維持に前向きなシグナルを
受け取っていた。アイルランド政府としては，た
とえ国内で 1 国 1 名制について意見が一致してい
たとしても，他の EU 加盟国が受け入れなければ
その要求はできない。そこで，仏独英といったこ
れまで委員削減を強く要求していた国々でさえ，
1 国 1 名制を受け入れるとの意向を示したため，
アイルランドは正式にその要請をすることが可能
になったのである。アイルランドが 1 国 1 名制を
要求できるような環境を他の加盟国が積極的に作
り上げたという意味において，国内要因（仮説
1 ）だけでなく，政府間交渉（仮説 2 ）もまた，

アイルランドのこの問題での立場変更を説明する
上で重要な要素となっていたと考えられる。

5.3．EU 諸機関の影響力
　最後に仮説 3 の検証に入り，欧州委員会や欧州
議会といった EU 諸機関の行動が，アイルランド
政府の立場変更に何らかの影響を与えたのかどう
かを考察する。はじめに，欧州委員会の行動をみ
てみると，この機関はアイルランドの問題に対し
て基本的にその事態の推移を見守り，静観の構え
をみせていただけである。欧州委員会は，もう一
度，国民投票を行う意思を見せるアイルランド政
府に賛成の意を表明したが，その見返りの内容に
ついては何も意見を押し付けていない。この点，
バローゾ委員長はアイルランド政府がなぜ国民投
票で否決されたのかを自分達でその原因を考察
し，その上でもう一度，国民投票を行う上で何が
必要なのか，自分達で決定すべきとの立場を記者
会見の席で明確にしていた71。
　次に , 欧州議会に目を向ける。欧州議会では，
本会議や各種委員会の中で，アイルランドの批准
の問題について議論が行われていた。その議論の
中で，多くの欧州議会議員は，リスボン条約発効
のための努力を続けるようアイルランドに求めて
いた72。また，欧州議会は， 2 回目の国民投票が
アイルランドで開催される場合，その投票日は，
2009年 6 月の欧州議会の選挙前に行って欲しいと
の意見を表明していた。これはリスボン条約の命
運がわからないまま，議員候補者たちが選挙活動
を行うことは難しいとの考えからであった73。こ
れらの要求以外に，欧州議会はアイルランドに何
ら要求はしておらず，欧州委員の人数の問題につ
いても触れられなかった。
　このように，アイルランド政府の立場変更に
は，欧州委員会や欧州議会といった EU 諸機関の
行動は関わりがなかったことがわかる。アイルラ
ンドが 2 回目の国民投票を行うその見返りに何を
要求するのかについて，これらの機関は何ら関与
しなかったのである。この事実を踏まえ，このア
イルランドの事例においては，EU 諸機関の影響
力に着目する仮説 3 の妥当性は棄却されることと
なる。
　これまでの分析をまとめると，アイルランドの
立場変更は，国内要因に着目する仮説 1 と仮説 2
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の組み合わせによって説明されるとの結論にたど
り着く。アイルランド政府は， 1 回目の国民投票
で，自分達の欧州委員を保持したいとの国民の声
が予想以上に強いことがわかり， 2 回目の国民投
票を開催する条件として，欧州委員の人数を 1 国
1 名にする要請を行う動機ができた。しかも，ア
イルランドは他の大多数の国々から 1 国 1 名制の
維持を許容する意向を受け取っており，正式に 1
国 1 名制を要求することできる条件が整った。国
内要因と政府間交渉の要因の二つが組み合わさる
ことで，アイルランドは 1 国 1 名制の要求が行う
ことができるようになったのである。　

結論

　本稿では，加盟国政府の交渉上の立場を変化さ
せるその要因を体系的に解明するための一つの手
掛かりを提示することを試みた。政府間主義と超
国家主義の 2 つの欧州統合の伝統的な理論的アプ
ローチから， 3 つの理論的仮説を引き出し，その
上で，欧州委員の人数をめぐる交渉の行方を大き
く左右した二つの立場変更の事例を考察した。
　その結果，ベネルクス 3 国の立場変更は政府間
交渉（仮説 2 ）の結果として，アイルランドの立
場への変更は国内要因（仮説 1 ）と政府間交渉

（仮説 2 ）の組み合わせによって生じたとの分析
結果が得られた。理論的な観点からは，リベラル
政府間主義から引き出した二つの仮説の妥当性が
それぞれの事例で示されたこととなる。他方，超
国家主義のアプローチから引き出された仮説はい
ずれの事例でも関連性を持たなかったこととな
る。
　本稿では，同一争点における 2 つの異なる立場
変更の事例を考察したのみであり，そこから唐突
に一般化して議論を展開することは適切ではな
い。他の事例でも改革に対する反対から賛成への
立場変更は政府間交渉の要因によって説明され，
そして，賛成から反対への立場の変更は国内要因
と政府間交渉の組み合わせによって説明されるの
か，今後も検討を進めていく必要がある。また，
EU 諸機関は政府の立場を変更させるだけの影響
力をどのような場面でも持ちえないのかについて

もさらに検証する必要がある。この点に関し，本
稿で考察した欧州委員の人数をめぐる問題は，複
雑な法的な知識が必要とされない争点であったこ
とを考慮する必要がある。この争点は， 1 国 1 名
制かあるいは加盟国数未満への減少かと，とるべ
き選択肢は交渉当初から明確にされていた。しか
もいずれの選択肢に置いても，選んだ帰結として
どのような結果が起こるのかも，加盟国政府は容
易に理解していた。端的に言えば，シンプルな性
質の争点であったがために，EU 諸機関からの情
報や専門知識を受ける必要性がなかったと考えら
れるのである。いずれにしても，今後の課題は事
例研究を積み重ねていき，その上で本稿が示した
分析結果の一般化可能性について考えていくこと
が肝要である。
　最後に，本稿で扱った事例での立場変更の分析
を基礎として，次のように政府の立場変更に関係
して規範的な問題を提起したい。欧州委員の人数
をめぐる一連の交渉を振り返ってみると，まず，
各国の立場は当初，自分達の国益を重視して立場
を形成していたことがわかった。ベネルクス 3 国
やアイルランド政府を含む小国側は，自分達の国
益を擁護するために，委員数を削減するのに反対
の立場をとった。しかし，大国側が排除の脅しを
駆使して，強引な形で小国側の立場を変化させ
た。小国側は自分達の国益の擁護を諦めること，
あるいは自分達の国益の背景にある国民の声を軽
視，無視して，立場を変化させるように大国側か
ら強いられたのである。アイルランドの国民投票
の批准否決は，このように大国が小国の国益を軽
視した，もしくは，小国の国民の声を無視して交
渉を強引に妥結させた結果として起こったのだと
解釈することができる。
　このように考えると，政府の交渉上の立場が変
化するということ自体が，何か深刻な問題を潜ん
でいることを示唆する。EU ではこれまで，基本
条約を改正する度に，欧州議会の権限強化，各国
議会の権限強化，欧州委員会のアカウンタビリ
ティの強化，市民からの立法提案権の導入，とい
うように EU の民主的正当性を多面的に強化して
きた。にもかかわらず，この条約交渉は，全会一
致で締結されるといえども，途中で自分達の利益
の擁護を断念して，仕方なく合意しなければなら
ない時があり，結果的に，一部の加盟国の政府の
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国益や，その背景にある国民の声を十分に反映し
ない結果が生みだされることがあると指摘するこ
とができる。
　EU の民主的正当性を高めるための条約改正で
あるのに，その交渉では一部の国家の国内の重要
なアクターの声が取り残されてしまうことがあ
る。条約交渉に参加する政府関係者にとってこの
問題はきわめて難しい問題を提起するし，研究者
にとっても欧州統合の今後を考える上でひとつの
重要な規範的な課題を提示する。
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